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調査概要

 目的：物価高騰及び処遇改善に係る現状調査

 内容：問１.物価高騰による影響 問２.処遇改善について 問３.経営に与える影響

 対象：NPhA正会員

 方法：WEBアンケート １社１回答 ※グループで1回答でも可

 回答期間：2023年４月14日（金）～ ５月2日（火）

 回答数：80社（回答率：21.1%）

 実施主体：一般社団法人 日本保険薬局協会 医療制度検討委員会

⋆

回答率分母：378社（2023年4月20日時点,NPhA会員ページより）、グループとして回答いただいている場合の補正はしていない。⋆

調査結果 Summary
物価高騰による影響で負担が増えているコストとして「電気代」の回答率は100%であり、一番負担が増えているコ
ストとしては「電気代」「労務費」「紙代・印刷代」の順に回答が多かった。また、１薬局あたりの運営コスト（経費、販
管費）の平均増加率は約１割増であった。
2023年度従業員の賃上げ等の処遇改善を実施すると回答したのが75.0%（60社）、そのうち「例年よりも手厚
く行った」企業の割合が56.9%（33社）であり、企業ごとの昇給率の平均値は3.0%であった。
これらの物価高騰及び従業員の処遇改善が今年度の経営に与える影響について、95.0%(76社)が「大変厳し
い」「やや厳しい」と回答されていることから、NPhAとしては、引き続き、薬局経営のトレンドに注視するとともに、正会
員各社の業績改善における取組み等の共有や、行政等に対して薬局経営状況について継続的に情報提供を行っ
ていく。
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機器･システムに係る費用

地代家賃

労務費(正社員)

労務費(パート･契約社員)

その他

負担が増えているコスト(複数回答可)

一番負担が増えているコスト

• OTC薬、衛生材料の納入価、白衣の購入費
• 建築資材等の高騰
• 設備投資、廃棄物処理料、清掃費、レンタル
料、支払い手数料（金融機関）

• 店舗内清掃費及び廃棄費用など

問.昨今の物価高騰により負担が増えているコストを教えてください。（複数回答可）
問. 「一番」負担が増えているコストを１つ教えてください。

負担が増えているコストとして「電気代」の回答率は100%であった。次いで「ガソリン代」「分包紙」「紙代・印刷代」
が多く、また、中でも一番の負担増コストとしては「電気代」「労務費」「紙代・印刷代」の順に回答が多かった。

問１.物価高騰による影響

物価高騰による影響

昨年すでに賃上げ等実施している場合⋆

⋆

⋆
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薬局運営コスト増加率
問１.物価高騰による影響

１薬局あたりの運営コスト（経費、販管費）の平均増加率は約１割増であった。

問. 2021年度(21/4月～22/3月)と2022年度(22/4月～23/3月)の期間１薬局あたりの平均運営コスト
（経費、販管費）と比較し、おおよその増加率について教えてください。
※労務費、材料費（薬剤）は物価高騰以外の影響も強く受けるためここでは除いてください。

中央値：6-8%増
平均値：9.6%増

平均値：各選択肢の中央値と該当企業数とで加重平均
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実施する

60社(75.0％)

実施しない

14社(7.5％)

未定

6社(17.5％)

処遇改善の実施について
問２.処遇改善について

問. 2023年度従業員の賃上げ等の処遇改善を実施しますか。予定も含めてお選びください。

N=80社

2023年度従業員の賃上げ等の処遇改善を実施すると回答したのが75.0%（60社）であった。
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臨時手当・一時金の支給のみ

定期昇給のみ

定期昇給+α(手当増等)

定期昇給+基本給ベースアップ

定期昇給+基本給ベースアップ+α(手当増等)

問.処遇改善の具体的な方法について教えてください。（複数回答可）

処遇改善の方法
問２.処遇改善について

N=60社

• 毎月「インフレ手当」を１年間限定支給
• 住宅手当の充実
• 休暇数の拡大

「定期昇給とベースアップ」を実施している企業が28.3%（17社）、「定期昇給と手当増等」が31.7%（19社）、
「定期昇給のみ」が30.0%（18社）、「一時金のみ」が6.7%（4社）であった。

処遇改善を実施すると回答された60社
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例年と比べた処遇改善の程度に関しては、「例年よりも手厚く行った」と回答したのが56.9%（33社）となった。

処遇改善の程度

（95.4%）

問２.処遇改善について

問.例年と比べて、処遇改善の程度を教えてください。

8 5

10

9

10

5

1

4

2

1

1

2

0

5

10

15

20

25

30

35

例年よりも手厚く処遇改善を行った 例年と同じ程度 例年よりも少額となったが行った
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33社
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23社
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処遇改善を実施すると回答された60社、未回答２社
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処遇改善の対象者については、薬剤師よりも薬剤師以外、管理職よりも管理職以外を対象としている割合が高かっ
た。また、対象者のうち保険薬局事業に係わっている割合は78.4%であった。

処遇改善の対象者
問２.処遇改善について
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新入社員

パート・契約社員(薬剤師以外)

パート・契約社員(薬剤師)

本部社員(管理職以外)

本部社員(管理職)

薬局勤務者(薬剤師以外)

薬局勤務者(薬剤師)

問.処遇改善を行った対象者を教えてください。(複数回答可)

N=57社

問.処遇改善の対象人数を教えてください。

31,444 人

8,661 人

保険薬局事業に係る対象者数
それ以外の対象者数

40,105人（N=54社）

（78.4%）
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企業ごとの昇給率
問２.処遇改善について

回答社数

N=47社

企業ごとの昇給率の平均値は3.0%であり、企業規模による傾向は見られなかった。
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問.前年と比べた平均昇給率を教えてください。

「一時金の支給のみ」の場合を除外 平均値：各選択肢の中央値と該当企業数とで加重平均



10
Nippon Pharmacy Association All Rights Reserved

各昇給率の対象人数
問２.処遇改善について

対象人数

各昇給率の対象人数は「４－５%未満」が最も多く、平均値は3.5%であった。
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問.前年と比べた平均昇給率を教えてください。

(1.1％)

N=46社、35,780人

「一時金の支給のみ」の場合を除外 平均値：各選択肢の中央値と対象人数とで加重平均
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今年度の経営に与える影響度
問３.経営に与える影響

問.物価高騰及び従業員の処遇改善が今年度の経営に与える影響について

N=80社
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物価高騰及び従業員の処遇改善が今年度の経営に与える影響について、95.0%(76社)が「大変厳しい」「やや
厳しい」という回答であった。
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業績改善における取組み
問３.経営に与える影響

(経費適正化)
• グループ全社をあげて経費を見直し削減に努める
• 紙媒体の電子化や節電等を実施している
• グループ全体で生産性の向上と経費削減に注力することとしている
• 全社をあげて今まで以上に削減できる経費の見直しに努めている
• 物品購入時に細やかな相見積もりの実施
• 消耗品の再度納入価交渉、レジ袋の有料化への変更

(残業の適正化)
• 新型コロナウイルス感染症が5類感染症となる5/8以降の残業削減
• 残業削減すること、それに伴いフレックスタイム制を導入する

(薬局業務改善)
• DX化、生産性向上、経費削減に全社をあげて努めている
• 調剤機器の充実等による業務効率化を進めなければならないが昇給分を賄うことも難しい
• 新製品（調剤機器）の紹介等
• 設備投資、調剤補助増員（薬剤師減）

問.業績改善に向けて紹介できる取組みについて教えてください。（フリーコメント、任意回答）N=15社

厳しい経営状況の中で経費、労務費の適正化や、業務改善等の業績改善に向けた取り組みが行われている。
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調査内容
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調査内容
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調査内容




